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平成２０年度 全国学力・学習状況調査 調査結果のポイントについて
（概要）～北海道（公立）における調査結果～

平成２０年８月
北海道教育委員会

調査の概要
○平成２０年４月２２日（火）実施

○調査内容
・小学校第６学年、中学校第３学年の全児童生徒を対象
・教科に関する調査は、国語、算数・数学を出題
・主として「知識」に関する問題と、主として「活用 （知識・技能等を」
実生活の様々な場面に活用する力など）に関する問題を出題
また、生活習慣・学習環境等に関する質問紙調査を実施

○参加状況
・参加学校数 １，９２１校
（札幌市を含む全道すべての市町村立学校及び道立特別支援学校）

・参加児童生徒数 ９３，６３６人

教科に関する調査の結果①
○ 教科に関する問題における平均正答率 単位（％）

小学校国語Ａ 小学校国語Ｂ 小学校算数Ａ 小学校算数Ｂ 中学校国語Ａ 中学校国語Ｂ 中学校数学Ａ 中学校数学Ｂ

60.5 46.4 66.4 47.7 72.7 59.0 60.3 45.9北海道（公立）
（ ）（ ）（ ）（ ）（ ）（ ）（ ）（ ）79.4 58.0 76.8 58.6 80.5 70.0 68.6 57.6

65.4 50.5 72.2 51.6 73.6 60.8 63.1 49.2全国（公立）
（ ）（ ）（ ）（ ）（ ）（ ）（ ）（ ）81.7 62.0 82.1 63.6 81.6 72.0 71.9 60.6

※（ ）内は昨年度の数値

教科に関する調査の結果②
○小学校、中学校共に、主として「知識」に関する問題（国語Ａ、算数・数
学Ａ）及び主として「活用 （国語Ｂ、算数・数学Ｂ）に関する問題のい」

、 、 。ずれにおいても 平均正答数や平均正答率が 全国よりも低い傾向である

○平均正答率について、全国（公立）との差が小さくなった教科の問題
（小算Ｂ、中国Ａ、中国Ｂ、中数Ａ）

○平均正答率について、全国（公立）との差が大きくなった教科の問題
（小国Ａ、小国Ｂ、小算Ａ、中数Ｂ）
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質問紙調査の結果＜児童生徒質問紙＞
、 、 、○国語の勉強が好きな児童生徒の割合は 昨年度よりも 小学校で若干低く

中学校では同様の傾向。全国（公立）と比べて、小学校で同様の傾向、中
学校で若干高い傾向。

○算数・数学の勉強が好きな児童生徒の割合は、昨年度と小・中学校とも同
様の傾向。全国（公立）と比べて、小・中学校とも同様の傾向。

○１日当たりの児童生徒の学習時間は、昨年度と同様の傾向。１時間以上勉
強する割合は、全国（公立）と比べて、小・中学校とも低い傾向。

、 。○学校に行く前に持ち物を確認する児童生徒の割合は 昨年度と同様の傾向
全国（公立）と比べて、小学校で同様の傾向、中学校で高い傾向。

○自分には、よいところがあると思う児童生徒の割合は、昨年度と同様の傾
向。全国（公立）と比べて、小学校で低い傾向、中学校では同様の傾向。

質問紙調査の結果＜学校質問紙＞
○児童生徒が熱意をもって勉強していると思っている学校の割合は、昨年度
と同様の傾向。全国（公立）と比べて、小・中学校とも同様の傾向。

○放課後を利用した補充的な学習サポートを実施した学校の割合は、小学校
で昨年度と同様の傾向、中学校で昨年度よりも高い傾向。全国（公立）と
比べて、小・中学校とも低い傾向。

○長期休業期間を利用した補充的な学習サポートを実施している学校の割合
は、昨年度よりも小学校で若干高く、中学校では高い傾向。全国（公立）
と比べて、小・中学校とも低い傾向。

○国語、算数・数学の指導として、家庭学習の課題（宿題）を与えた学校の
割合は、小学校で昨年度よりも若干高い傾向、中学校で昨年度と同様の傾
向。全国（公立）と比べて、中数で若干低く、小国、小算、中国で低い傾
向。
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教 義 第 ８ ０ １ 号

平成２０年９月８日

各教育局長 様

学校教育局義務教育課長

菅 沼 肇

平成２０年度全国学力・学習状況調査の結果の活用について（通知）

平成２０年度全国学力・学習状況調査の結果（以下「平成２０年度調査結果」という ）について。

は、平成１９年１１月２９日付け教義第１１６２号「平成２０年度全国学力・学習状況調査の実施に

ついて （北海道教育庁学校教育局長通知）において示した「平成２０年度全国学力・学習状況調査」

」（ 「 」 。） 、 、に関する実施要領 以下 実施要領 という に基づき 文部科学省によって公表されるとともに

各教育委員会及び各学校に対して提供されたところです。

この度、標題のことについて、別添写しのとおり文部科学省から、教育委員会及び学校における平

成２０年度調査結果の活用に関する基本的な考え方等について通知がありましたので通知します。

各教育局においては、市町村教育委員会に対し、特に提供された平成２０年度調査結果について、

実施要領及び平成２０年８月２５日付け教義第７５３号「平成２０年度全国学力・学習状況調査の結

果の取扱いについて （学校教育局義務教育課長通知）に基づいて適切に取り扱い、本調査により測」

定できるのは学力の特定の一部分であることや、学校における教育活動の一側面に過ぎないことなど

を踏まえ、序列化や過度な競争につながらないよう十分配慮して取り扱うよう周知願います。

、 、 （ 「 」 。）また 今後 市町村教育委員会及び学校が全国学力・学習状況調査結果 以下 調査結果 という

を十分活用して、自らの教育及び教育施策の成果や課題等を把握・検証し、その改善を図り、児童生

徒一人一人の学習改善や学習意欲の向上につなげるとともに、これらを通じて継続的な検証改善サイ

クルを確立すること、平成１９年度及び平成２０年度の調査結果の活用に取り組んでいくことが重要

であることから、別添写しを踏まえ調査結果の適切な活用に努めるよう重ねて周知願います。

義務教育指導グループ

担当：工藤 雅人

kudou.masahito@pref.hokkaido.lg.jp

（ ）TEL 011-231-4111 35-774

FAX 011-281-1487
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